
1
2
3

4
5

6

訓練受講者が、大企業事業主の雇用する労働者であって、認定職業訓練を受講した場合、「認定職業訓練の受講の有無」欄に有と記入してください。

訓練区分には、次の区分の名称を記入してください。
例：①労働生産性向上訓練

訓練コースの名称は、訓練実施計画書（団体様式第３号）に記載した訓練コースの名称を記入してください。

氏名欄が不足する場合は、団体様式第６号（継紙）に記載し、本紙に添付してください。

⑤その他①～④以外の訓練
「①訓練区分」にて「②若年労働者を対象とする実践的な訓練等」を選択した場合のみ、③の年齢欄には、訓練開始日時点における受講者の年齢を記入してください。

団体様式第６号（30.4改正）

人材開発支援助成金（団体型訓練）受講者名簿

【訓練実施計画番号】○○○

【訓練コースの名称】○○○

№ ⑧備考
⑦ 認定職業
訓練の受講の

有無
②氏 名 ③年齢

1

2

⑥雇用保険
適用事業所番号

①訓練区分

3

4

④雇用保険
被保険者番号

⑤所属事業所名

【記入上の注意】
訓練実施計画番号欄には、訓練実施計画書（団体様式第３号）に記載した訓練実施計画番号を記入してください。

10

7

②若年労働者を対象とする実践的な訓練等
③熟練技能者による技能承継等のための訓練等
④グローバル人材を育成するための訓練等

※「主たる事業」ごとに、「企業の資本の額又は出資の総額」又は「企業全体の常時雇用する労働者数」のどちらか一方に該当する事業主は、中小企業事業主、どちらにも該
当しない事業主は大企業事業主となります。

9

（ 枚中 枚目）

5

8

6

主たる事業 資本金の額または出資の総額 企業全体で常時雇用する従業員数
小売業（飲食店を含む） 5,000万以下 50人以下

サービス業 5,000万以下 100人以下
卸売業 １億円以下 100人以下

その他の業種 ３億円以下 300人以下



⑦ 認定職業
訓練の

受講の有無
②氏 名

12

19

20

15

13

14

11

№ ①訓練区分 ⑧備考

団体様式第６号（継紙）

16

17

18

④雇用保険
被保険者番号

③年齢 ⑤所属事業所名
⑥雇用保険

適用事業所番号

（ 枚中 枚目）
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21

23


